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JACIC Web版積算システムの特長 

国土交通省積算基準に準拠し、システム保守管理の軽減を実現 



システム構成 
庁内サーバ方式イメージ図 



システム構成 
ASP方式イメージ図 

IDS/ 

通信制限 

暗号化通信 



システム構成 
種 別 製 品 名 

①サーバOS 
WindowsServer 2012 Standard 
WindowsServer 2012 R2 Standard 

②Webサーバ 
Apache HTTP Server 2.2.25 
Apache HTTP Server 2.4.9 

③APサーバ 
Apache Tomcat 6.0.45 
Apache Tomcat 8.0.24 

④データベース 
PostgreSQL 8.3.9 
PostgreSQL 9.4.4 

⑤クライアントOS 
Windows7 Professional SP1,Windows8.1 Pro,Windows10 Pro 
※32bit、64bitいずれも対応 

⑥ブラウザ等 
Internet Explorer 11 
Java SE 7 update 80, Java SE 8 update 101 
Microsoft Excel 2010,2013 

ASP方式の場合は①～④は不要となる 



Web版土木積算システムイメージ 

ブラウザ（IE）に積算システム起動ページURLを入力 

https://○○○○○・・・・ 

起動ボタンをクリック 

ID・パスワード入力 

ユーザセキュリティ管理 



Web版土木積算システムイメージ 

起動初期画面 

メニューバー（新規作成等） 

お知らせ・掲示板 



Web版土木積算システムイメージ 

設計書情報入力（工事名・適用年月等） 

設計書発注年度の管理・基準適用および
単価の決定 



Web版土木積算システムイメージ 

工種体系・設計内訳書 

新土木工事積算大系に基づいた 
事業区分-工事区分-工種等を選択 



Web版土木積算システムイメージ 

積算要素の積算条件設定画面① 

施工単価・施工パッケージ
積算条件の設定 



Web版土木積算システムイメージ 
積算要素の積算条件設定画面② 

一次内訳書 



Web版土木積算システムイメージ 

帳票イメージ 

契約上必要書類に加え
チェック用・照査用等参考
資料も出力対応 



ASPサービスの利用場面 

（１）庁内サーバ方式からASP方式への移行 

サーバの確保・保守が不要となるため大幅なコスト削減が見込める。 

BCPへの活用。 

庁内サーバ方式 IDC方式 

①サーバリース料金  
②IDC利用料・保守費用 

①1.0 ②0.65～0.7 
 

①、②以外のFW設定等を
含む合計 

1.0 0.70～0.75 

金額の比率 



ASPサービスの利用場面 

（２）災害時の積算支援 

インターネット活用による被災地積算支援。 

災害支援 
仮想サーバ 

〇〇市 
仮想サーバ 

IDC 

FW等 FW等 FW等 

FW等 

災害支援（国・都道府県
等） 

・積算データの入力 
・積算実行／計算 

クライアント 
FW等 

※グローバルIPアドレスの登録が必
要 

（３）単独市町村向けASPの展開 

市町村に向けて比較的安価にシステムを提供可能。 

中核都市向けに、利用ID数を制限する形で提供 



ASPサービスの利用場面 

発注者支援 
仮想サーバ 

〇〇市 
仮想サーバ 

IDC 

FW等 FW等 FW等 

FW等 

民間企業（自社） 

・積算データの入力 
・積算実行／計算 

クライアント 

FW等 

（４）発注者支援業務における積算支援 

インターネット回線からシステム起動ができるため受注者側は自社にいながら積
算することが可能。 

※グローバルIPアドレスの登録が必要 
  単価等については、ダミー単価 



地方公共団体のクラウド化の現状 
近年、ネットワーク、ハードウェア及びソフトウェアの技術の進歩に
合わせ、データセンターに業務システムを保有することで安価にサー
ビスを利用する形態（クラウド）が普及している。 



自治体セキュリティクラウド 
総務省が全国の地方公共団体へ推進 



今後の対応について 

「無害化通信において必須となる 

  仮想ブラウザへの対応」 

「安定した通信環境」 

「災害にも強い設備」 

「セキュリティ面の強化」 



ご清聴有り難うございました  
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